
．
 

5.補助対象事集の申請妻件、申請枠及び補助率等

0以下の補助事業実施期間内に、発注・納入・検収・支払等の全ての事業の手続きが完了する事業で

あること（原則、補助事業実施期間の延長はありません） 。

・通常枠、回復型賃上げ・雇用拡大枠、デジタル枠、グリーン枠：交付決定日から 10ヶ月以内

（ただし、補助金交付候補者の採択発表日から 12ヶ月後の日まで） 。

・グローバル市場開拓枠：交付決定日から 12ヶ月以内（ただし、補助金交付候補者の採択発表日か

ら14ヶ月後の日まで） 。

0基本要件

く以下の要件を全て満たす3~5年の事業計画を策定することが必要＞

・事業計画期間において、給与支給総額を年率平均 1. 5％以上増加。

（被用者保険の適用拡大の対象となる中小企業が制度改革に先立ち任意適用に取り組む場合は、年

率平均 1％以上増加）

・事業計画期間において、事業場内最低賃金（補助事業を実施する事業場内で最も低い賃金）を、

毎年、地域別最低賃金＋ 30円以上の水準とする。

・事業計画期間において、事業者全体の付加価値額を年率平均3％以上増加。

く以下に同意の上、事業計画を策定・実行することが必要＞

．申請時点で、申請要件を満たす賃金引上げ計画を策定していることが必要です。交付後に策定し

ていないことが発覚した場合は、補助金額の返還を求めます。

•財産処分や収益納付等も含め、補助金等の返還額の合計は補助金交付額を上限とします。

・再生事業者である場合には、各目標が達成できていない場合であっても返還は免除します。

． 

0基本要件未達の場合の返還義務

＜給与支給総額の増加目標が未達の場合＞

・補助事業を完了した事業年度の翌年度以降、事業計画終了時点において、給与支給総額の年率

平均 1. 5％以上増加目標が達成できていない場合は、導入した設備等の簿価又は時価のいず

れか低い方の額のうち補助金額に対応する分（残存簿価等X補助金額／実際の購入金額）の返

還を求めます。

・ただし、付加価値額が目標通りに伸びなかった場合に給与支給総額の目標達成を求めることは

困難なことから、給与支給総額の年率増加率平均が「付加価値額の年率増加率平均／2」を越

えている場合や、天災など事業者の責めに負わない理由がある場合は、上記の補助金一部返還

を求めません。

•また、給与支給総額を用いることが適切ではないと解される特別な事情がある場合には、 給与

支給総額増加率に代えて、一人当たり賃金の増加率を用いることを認めます。

く事業場内最低賃金の増加目標が未達の場合＞

・補助事業を完了した事業年度の翌年度以降、事業計画期間中の毎年3月末時点において、事業場

内最低賃金の増加目標が達成できていない場合は、補助金額を事業計画年数で除した額の返還を

求めます。

・ただし、付加価値額増加率が年率平均 1. 5％に達しない場合や、天災など事業者の責めに負わ

ない理由がある場合は、上記の補助金一部返還を求めません。

0本公募要領は、通常枠、回復型賃上げ・雇用拡大枠、デジタル枠、グリーン枠及びグローバル市場

開拓枠の申請枠に関するものです。同一法人・事業者の応募は、 1申請に限ります。

※ 申請後の申請枠・類型の変更はできません。
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○補助事業の実施場所 (工場や店舗等)を有していることが必須です。

※1 応募申請時点で建設中の場合や土地 (場所)のみを確保して建設予定である場合は対象外となります。
※2 補助事業の実施場所が自社の所有地でない場合、交付申請までに、不動産登記事項証明書により所有権が移転
していることや賃貸借契約書等により使用権が明確であることが必要です。

※3「補助事業の実施場所」とは、補助対象経費となる機械議置等を設置する場所、又は格納、保管等により主と
して管理を行う場所を指します。

○以下に該当しない事業であること。

(該当するとされた場合は不採択、採択決定の取消、又は交付決定の取消の措置を行います。 )

① 本公募要領にそぐわない事業
② 事業の主たる課題の解決そのものを他社へ外注又は委託する事業 (グローバル市場開拓枠におい
て、海タト子会社へ外注する場合を除く)

③ 試作品等の製造 。開発の主たる部分を他社に委託し、企画だけを行う事業
④ 事業の実施にあたり、実質的に労働を伴わない事業、専ら資産運用的性格の強い事業 (例 :無人
駐車場 (コインノ(―キング等)運営にあたつて単に機械装置の購入のみを行う事業等)
⑤ 購入した設備を自ら占有し、事業の用に供することなく、特定の第三者に長期間賃貸させるよ
うな事業

⑥ 公序良俗に反する事業
⑦ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律 (昭和 23年法律第 122号 )第 2条各項に
定める事業

③  「補助対象経費」の各区分等に設定されている上限を超える補助金を計上する事業
⑨ その他申請要件を満たさない事業



○各申請枠の概要、補助金額、補助率、基本要件に加えた追加要件は以下のとおりとなります。従業

員数は、応募時の常勤従業員 (中小企業基本法上の「常時使用する従業員」)をいいます。

〈通常枠〉

項  目 要 件

概 要
革新的な製品・サービス開発又は生産プロセス・サービス提供方法の改善に

必要な設備・システム投資等を支援

補助金額

従業員数 5人以下
6人～ 20人
21人以上

1

1

00万円～ 750万 円
00万 円～ 1′ 000万 円
00万 円-1′  250万 円

補助率

1/2、 小規模企業者 。小規模事業者、再生事業者 (※ )2/3
※ 1 小規模企業者 。小規模事業者は、常勤従業員数が、製造業その他・宿泊業・娯楽業
では20人以下、卸売業・小売業・サービス業では 5人以下の会社又は個人事業主を
言います。補助率は2/3ですが、補助金交付候補者として採択後、交付決定までの
間に小規模企業者・小規模事業者の定義からはずれた場合は、 1/2に 変更となりま
す。また、交付決定後における従業員数の変更も同様であり、確定検査において労働

者名簿等を確認しますので、補助事業実施期間終了までに定義からはずれた場合は補

助率 2/3から 1/2への計画変更となります。特定非営利活動法人は、従業員が 2
0人以下の場合、補助率が 2/3になります。

※2 本事業における再生事業者の定義は、別紙 4の通り。それぞれの枠の補助率に関わ
らず、補助率が2/3となり、また基本要件未達の場合の板環要件の免除があります。

〈回復型賃上げ・雇用拡大枠〉

項  目 要 件

概 要

業況が厳しいながら賃上げ・雇用拡大に取り組む事業者 (※ )が行う、革新的
な製品・サービス開発又は生産プロセス・サービス提供方法の改善に必要な設

備・システム投資等を支援

※応募締切時点の前年度の事業年度の課税所得がゼロ以下であり、常時使用する従業員がい

る事業者に限る。

補助金額

従業員数 5人以下
6人～ 20人
21人以上

100万 円～ 750万 円
100万 円～ 1′ 000万 円
100万 円～ 1′ 250万 円

補助率 2/3

基本要件 に

加えた追加

要件

以下の全ての要件に該当するものであること。

(1)前年度の事業年度の課税所得がゼロ以下であること

(2)常時使用する従業員がいること

(3)補助事業を完了した事業年度の翌年度の 3月末時点において、その時点
での給与支給総額の増加率が 1.5%、 事業場内最低賃金が地域別最低賃
金+30円以上の水準の増加目標を達成すること

基 本 要件 の

返 還 要件 に

加 え た追加

の返還要件

回復型賃上げ・雇用拡大枠は、従業員に対する賃上げ等を前提とした優遇制

度であることから、上述の 2つの増加目標未達の場合に加え、同枠で補助金
交付イ侯補者として採択された事業者が補助事業を完了した事業年度の翌年度

の 3月末時点において、給与支給総額又は事業場内最低賃金の増加目標のい

ずれか一方でも達成できていない場合には、補■t金交付碩の金額の返還を求

めることとします。

ただし、天災など事業者の責めに負わない理由がある場合は、上記の補助金

返還を求めません。

また、給与支給総額を用いることが適切ではないと解される特別な事情があ

る場合には、給与支給総額増加率に代えて、一人当たり賃金の増加率を用い

ることを認めます。
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●

<デジタリレ枠>
項  目 要 件

概要

DX(デジタリレトランスフォーメーシ∃ン)に資する革新的な製品・サービス開
発又はデジタル技術を活用した生産プロセス・サービス提供方法の改善による

生産性向上に必要な設備・システム投資等を支援

補助金額

従業員数 5人以下
6人～ 20人
21人以上

100万 円～ 750万 円
100万 円～ 1′ 000万 円
100万 円～ 1′ 250万 円

補助率 2/3

基本要件 に

カロえた追加

要件

以下の金ての要件に該当するものであること。

(1)次の①又は②に該当する事業であること。
① D× に資する革新的な製品・サービスの開発
(例 :AI・ IoT、 センサー、デジタル技術等を活用した遠隔操作や自動制御、プ
ロセスの可視化等の機能を有する製品・サービスの開発 (部品、ソフトウェア開発

を含む)等 )
②デジタリレ技術を活用した生産プロセス・サービス提供方法の改善
(例 :AIやロボットシステムの導入によるプロセス改善、複数の店舗や施設にサー
ビスを提供する7rペレーシ∃ンセンターの構築等)

※ 単にデジタル製品の導入やアナログ・物理データの電子化にとどまり、既存の業務フ
ローそのものの見直しを伴わないもの、及び導入先企業において前述の単なる電子化に

とどまる製品・サービスの開発は該当しません。

(夕1:帳票の電子保存システム・デジタルスキャナ・電子契約書サービス・医療用画

像診断機器の導入等、電子書籍 。写真等のアルバム・動画編集サービスの開発等)

(2)経済産業省が公開する DX推 進指標を活用 して、 DX推 進に向けた現状や
課題に対する認識を共有する等の目己診断を異蘭するとともに、日己診断

結果を応尋締 切 日まで に狙
=行
政法 人情報処理推進機構 (IPA,に 対 し

て提出していること。

。DX推進指標サイ ト :https:〃 www.meti.9o.jp/pOliCy/忙 _pOliCy/dx/dX.html
・自己診断結果入カサイト:htps:〃WWW・ ipa.9o.jpヵ kC力 nfo/dX口 .html
※ 自己診断結果の入力にあたり、DX推進ボータルにログインする際は、本補
助金の申請時と同じGビズIDプライムアカウントを使用してください。
※ 独立行政法人情報処理推進機構 (IPA)への問い合わせについては、電話
による問い合わせを受け付けておらず、メールでのみ問い合わせが可能な場合
がございますので、ご注意ください。

(3)独 立行政法人情報処理推進機構 (IPA)が 実施する「SECURITY
ACT10N」 の「★ 一つ星」または「☆★ 二つ星」い丁れかの亘言を応
尋甲請時点で行 つて いる こと。

「SEC∪ RITY ACTION」 公式サイ ト (制度概要):
https:〃 www.ipa.9o.jp/Secunty/secunty― acuOn/1ndex.html

・「SECURITY AC丁10N自 己宣言」申込みサイト :

https://seCurity‐ sh:en.ipa.9o.jp/seCurity/

※ (2)(3)に ついて、自己診断結果を IPAに対して提出していること及び
「SECURIIY ACT10N」 の宣言をおこなつていることが必須の要件となります。

ものづくり補助金事務局が IPAに対して照会を行い、提出・宣言状況の確認を
行います。診断結果・宣言が提出されていない場合には、デジタフレ枠では要件不

備として不採択となりますので、ご注意ください。

(参考 )DX推進指標 。SECURIW ACTIONに 関する問い合わせ先
独立行政法人情報処理推進機構 (IPA)社会基盤センター DX推進部
DX推進指標担当宛 [E― mall]ikc― dXpi@ipa.go.jp
独立行政法人情報処理推進機構 (IPA)SECURIIY ACTION事 務局
お問合せフォーム :

https://seCurity― shien.ipa.9o.jp/porta1/inquiry/index,htmi



<グリーン枠>
項  目 要 件

概 要

温室効果ガスの排出削減に資する取組に応じ、温室効果ガスの排出削減に資する革

新的な製品・サービス開発又は炭素生産性向上を伴う生産プロセス・サービス提供

方法の改善による生産性向上に必要な設備・システム投資等を支援

補助金額

(エントリー類型)
従業員数 5人以下
6人～ 20人
21人以上

(スタンダード類型)
従業員数 5人以下
6人～ 20人
21人以上

(ア ドバ ンス類型 )

従業員数 5人以下
6人～ 20人
21人以上

1′

100万 円～
100万 円～ 1′
100万 円～ 1′

750万 円～ 1′
000万 円～ 1′
250万 円～ 2′

000万 円～ 2′
500万 円～ 3′
000万 円～ 4′

750万 円
000万 円
250万 円

000万 円
500万 円
000万 円

000万 円
000万 円
000万 円

補助率 2/3

基本要件

に加えた

追加要件

以下の全ての要件に該当するものであること。

(1)次の①又は②に該当する事業であること。
①温至別果カスのり「出自り凧 lc貸する単枷円な製品・サービスの開発

(例 :省エネ・環境性能に優れた製品・サービスの開発、非石油由来の部素材を用いた製

品・サービスの開発、廃棄物削減に資する製品・サービスの開発 等)
②炭素生産性向上を伴う生産プロセス・サービス提供の方法の改善
(例 :生産工程の労働生産性向上を伴いつつ脱炭素化に資する設備投資、水素・アンモニ

アを活用する設備導入による燃焼工程と生産プロセスの最適化、複数ラインの作業工程

を集約・高効率化 等)
※ ②について、直接、設備投資に関係のない炭素生産性向上を伴う取組は、該当しませ
ん。 (例 :社内全体での節電対策、設備投資による間接的な炭素排出量の削減等)

(2)3～ 5年の事業計画期間内に、事業場単位または会社全体での炭素生産性
を年率平月 1%以上増カロする事業であること。

(3)エントリー類型について、以下のいずれかを満たすこと。
1.エネルギーの種類別に使用量を毎月整理している。また、補助対象の事業者あるいは事
業所のC02の年間排出量を把握している。
2.事業所の電気、燃料の使用量を用途別に把握している。

(4)スタンダード類型について、上記 (3)を全て満たし、以下のいずれかを
洒たすこと。
3.本事業で開発に取り組む製品・サービスが、自社のみならず、業界・産業全体での温室効果ガス削
減に貢献するものである。
4.電気事業者との契約で、一音Fでも再生可能工利レギーに係る電気メニューを選択している。
5.自社で太陽光やバイオマスなお 生可能工利レギーでの発電を導入している。
6.グリーン電力証書を購入している。
7.省工利レギー設備の導入や再生可能エネルギーの利用によるC02等の F出削減量や適切な森林
管理によるC02等の吸収量を「クレジット」として国が認言正する制度 (]― クレジット制度)があるが
この制度に参加し、自社での温室効果ガス排出量の削減取組についてクレジット認証を受けている。

(5)ア ドバンス類型について、上記 (3)を全て満たし、上記 (4)3.～
フ.のうち 2つ以上を満たし、以下のいずれかを満たすこと。
8. 通常 ll■石 しくは中 /」 企ヽ業版 SBT (SCience Based ttargets, の認 D■又は通常版若しく
は中小企業版RE100に参加している。
9.エネルギーの使用の合理化等に関する法律 (通称 :省エネ法)における事業者クラス
分け評価制度において、令和 4年度定期報告書分評価が『Sクラス』評価であること (原
則、公募締切時点で資源エネルギー庁ホームページにて、『Sクラス』として公表され
ていることが確認できること)
10.2020年 度以降に以下のいずれかの事業における省エネルギー診断を受診してい
る、または、地方公共団体で実施する省エネルギー診断を受診している。
○一般財団法人省エネルギーセンター実施の「無料省エネ診断等事業及び診断結果等情
報提供事業」又は「エネルギー利用最適化診断事業及び情報提供事業」
C一般社団法人環境共創イニシアチブ実施の「省エネルギー相談地域プラットフォーム
構築事業」、「地域プラットフォーム構築事業」又は「中小企業等に向けた省エネル

ギー診断拡充事業」

□



<グローノUレ市場開拓枠>
項  目 要  件

概要

海外事業の拡大 。強化等を目的とした「製品・サービス開発」又は「生産プロ

セス・サービス提供方法の改善」に必要な設備・システム投資等を支援 (①海

外直接投資類型、②海外市場開拓 (」APANフ
｀
ランド)類型、③インバウンド市

場開拓類型、④海外事業者との共同事業類型のいずれかに合致するもの)

補助金額 100万 円～ 3′  000万 円

補助率

1/2、 小規模企業者 。小規模事業者  2/3
※ 小規模企業者・小規模事業者は、常勤従業員数が、製造業その他・宿泊業・娯楽業では20
人以下、卸売業・小売業・サービス業では5人以下の会社又は個人事業主を言います。補助率
は2/3ですが、補助金交付候補者としての採択後、交付決定までの間に小規模企業者・小規
模事業者の定義からはずれた場合は、1/2に変更となります。また、交付決定後における従業
員数の変更も同様であり、確定検査において労働者名簿等を確認しますので、補助事業実施期

間終了までに定義からはずれた場合は補助率 2/3から1/2への計画変更となります。特定非
営利活動法人は、従業員が20人以下の場合、補助率が2/3になります。

基本要件

に加えた

追加要件

以下のいずれか一つの類型の各条件を満たす投資であること。

①海外直接投資類型
。国内事業と海外事業の双方を一体的に強化し、グローバルな製品・サービスの

開発・提供体制を構築することで、国内拠点の生産性を高めるための事業であ

ること。
・具体的には、国内に所在する本社を補助事業者とし、補助対象経費の 2分の 1
以上が海外支店の補助対象経費となること、又は海外子会社 (半数以上の発行

済株式の総数又は出資価格の総額の 2分の 1以上を補助事業者が所有してい
る、国外に所在する会社)の事業活動に対する外注費 (本補助金の補助対象経
費の範囲に限る。―般管理費は含まない。事業実施に不可欠な開発・試作にか

かる業務等を想定。)若しくは貸与する機械装置 。システム構築費 (本補助金
の補助対象経費の範囲に限る。)に充てられること。
。国内事業所においても、単価 50万円 (税抜き)以上の海外事業と一体的な機
械装置等を取得 (設備投資)すること。
。応募申請時に、海外子会社等の事業概要 。財務諸表 。株主構成が分かる資料、

実績報告時に、海外子会社等との委託 (貸与)契約書とその事業完了報告書を
追加提出すること。

②海外市場開拓 (」APANブランド)類型
。国内に補助事業実施場所を有 し、製品等の最終販売先の 2分の 1以上が海外顧
客となり、計画期間中の補助事業の売上累計額が補助額を上回る事業計画を有

していること。
。応募申請時に、具体的な想定顧客が分かる海外市場調査報告書、実績報告時

に、想定顧客による試作品等の性能評価報告書を追加提出すること。

③インバウンド市場開拓類型
。国内に補助事業実施場所を有し、サービス等の販売先の 2分の 1以上が訪日外

国人となり、計画期間中の補助事業の売上累計額が補助額を上回る事業計画を

有していること。

・応募申請時に、具体的な想定顧客が分かるインバウンド市場調査報告書、実績

報告時に、プロトタイプの仮説検証の報告書を追加提出すること。

④海外事業者との共同事業類型
。国内に補助事業実施場所を有し、外国法人と行う共同研究・共同事業開発に伴う設

備投資等があり、その成果物の権利 (の―部)が補助事業者に帰属すること (外国
法人の経費は、補助対象外 )
。応募申請時に、共同研究契約書又は業務提携契約書 (検討中の案を含む)、 実

績報告時に、当該契約の進捗が分かる成果報告書を追加提出すること。



く大幅賃上げに係る補助上限額弓1上の特例>

大幅な賃上げに取り組む事業者については、以下のとおり、従業員数に応じて補助上限額を引き上

げます (ただし、回復型賃上げ・雇用拡大枠、各申請枠の補助金額の上限額に達しない場合、再生事

業者、常勤従業員がいない場合は、活用不可)。

補 助 上 限

額 の 引 き

上げ額

従業員数 5人以下
6人～ 20人
21人以上

各申請枠の上限から最大  100万 円引き上げ
各申請枠の上限から最大  250万 円引き上げ
各申請枠の上限から最大 1′ 000万円引き上げ

基 本 要件

に加 え た

追加要件

以下の全ての要件に該当するものであること。

※追加要件を満たさない場合、大幅な賃上げに係る補助上限額引上の特例を適用しない取扱い

となります。

(1)事業計画期間において、基本要件である給与支給総額を年率平均 1.5%
以上増加に加え、更に年率平均 4.5%以 上 (合計で年率平均 6%以上 )
増加とすること。

(2)事業計画期間において、基本要件である地域別最低賃金 +30円 以上の水
準とすることに加え、事業場内最低賃金 (補助事業を実施する事業場内で

最も低い賃金)を毎年、年額+45円 以上増額すること。
(3)応募時に、上記 (1)(2)の 達成に向けた具体的かつ詳細な事業計画
(大幅な賃上げに取り組むための事業計画)を提出すること。

基 本 要件

の返 還 要

件 に加 え

た追加 の

返還要件

給与支給総額の年率平均 1.5%以 上増加目標に加え、更に年率平均 4.50/o
以上 (合計で年率で 6%以上)の増加目標が達成できていない場合は、補助金
交付金額から各申請枠の従業員規模ごとの補助上限額との差額分 (上記補助上

限引上額)について補助金の返還を求めます。
補助事業を完了した事業年度の翌年度以降、事業計画期間中の毎年 3月末時点

において、事業場内最低賃金を申請時より毎年、年額 +45円 以上増カロするこ
とが達成できていない場合は、補助金交付金額から各申請枠の従業員規模ごと

の補助上限額との差額分 (上記補助上限引上額)について補助金の返還を求め
ます。

事業計画期間において、常時使用する従業員がいなくなつた場合には、補助金

交付金額から各申請枠の従業員規模ごとの補助上限額との差額分 (上記補助上

限引上額)について補助金の返還を求めます。

く以下、各申請枠及び特例に関する注意書き>

※1 常勤従業員は、中小企業基本法上の「常時使用する従業員」をいい、労働基準法第 20条の規定に基づく「予め
解雇の予告を必要とする者」と解されます。これには、日々雇い入れられる者、 2か月以内の期間を定めて使用さ

れる者、季節的業務に4か月以内の期間を定めて使用される者、試用期間中の者は含まれません。代表取締役や専

従者等の常勤従業員に当てはまらない者が含まれていることが判明した場合、採択取消等になることがあります。

※2 事業計画の策定にあたっては、「中小サービス事業者の生産性向上のためのガイドライン」又は「中小企業の
特定ものづくり基盤技術の高度化に関する指針」を参考にしてください。

※3 事業計画の策定に際して専門的な支援が必要な場合は、お近くの認定経営革新等支援機関にご相談ください。
認定経営革新等支援機関検索システム https:〃 ninteもhen.fOrce.co m/NSK CettncauOnArea

※4 付加価値額とは、営業利益、人件費、減価償却費を足したものをいいます。
※5 給与支給総額とは、全従業員 (非常勤を含む)及び役員に支払つた給与等 (給料、賃金、賞与及び役員報酬等
は含み、福利厚生費、法定福利費や退職金は除く)をいいます。



※6 被用者保険の任意適用とは、従業員規模 51名～ 100名の企業が短時間労働者を厚生年金に加入させること
を指します。

※7 補助事業実施期間に新型コロナウイルス感染症の影響を受けることを想定して、上記の賃上げ及び付加価値額
増加の目標を据え置きし、その翌年度から3～ 5年の間にこの目標値を達成する計画とすることが可能です (回

復型賃上げ 。雇用拡大枠を除く)。

※8 グローバル市場開拓枠①海外直接投資類型において海外子会社又は海外支店が主たる補助事業実施主体となる
場合は、日本国内の本社に対して補助対象事業の申請要件が適用されます。

(参考)経済産業省において、市場動向等を簡易に把握できる「統計分析ツール」を公開しています。鉱工業品

1′ 600品目を対象として、簡易な操作で生産動向等をグラフ化することができます。必要に応じて、自社の

事業計画作成にご活用ください。

具体的な活用方法を分かりやすく解説する動画もあわせてご覧ください。

・統計分析ツール「グラレスタ」の URL:https:〃 mirasapo‐ plus.9o.jp/hint/14583/

・解説動画の URL:https:〃 wwW.youtube com/watCh?V=eO]tZc2jttcE

また、内閣府において、知財が企業の価値創造メカニズムにおいて果たす役割を的確に評価して経営をデ

ザインするためのツール (経営デザインシート)やその活用事例等を公表しています。事業計画の作成に

際し、必要に応じてご活用ください。

・首相官邸HP「経営をデザインする (知財のビジネス価値評価)」

https://wwW.kantel.9o.jp/Jp/singi/tlteki2/keiei_design/index.htm!




